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1

要 旨

本研究は、主として中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動1、という具体的な統

合策、統合方法に関する研究である。いわゆる組織文化統合活動とは、これまで異なる組

織文化を有するいくつかの企業に対して、その組織文化の特徴に合わせて、組織内学習な

どの方法を通じて、互いの組織文化の接触による不適応や衝突などのマイナスの影響を抑

え、各企業の組織文化を融合させ、企業内に最も相応しい組織文化を創り上げる方法のこ

とを指す。組織文化統合活動を通じて、企業内部の組織文化の不具合による組織文化の衝

突を有効に防ぐことが可能であり、ひいては企業全体の経営活動にも良い効果を与えるこ

とも期待できる。

次に、本研究の研究背景、及びなぜこの組織文化統合活動を取り上げるかの理由に関し

て検討する。

1．本研究の研究背景及び研究目的

21 世紀に入り、グローバル時代の進展及び各業界における企業間競争が激化している

中、企業の M&A 活動は、ますます世界中で注目されるようになった。21 世紀以降世界的

規模企業の M&A 活動の公表金額から見ると、世界的規模各国の企業の M&A 活動はますます

活発になり、その金額も年々増えつつある。世界的規模の経済回復、良好な融資環境の背

景の下、それに業界再編、選択と集中などの企業戦略の原因に加え、企業の M&A 活動は、

これから更に活発化になる期待感は、より一層高まってきた。

そして、今回世界的規模 M&A ブームの中に、特に注目すべき現象は、中国企業の M&A

活動である。改革開放後、目覚ましい成長を遂げた中国の経済発展はますます世界中の注

目を集めた。特に 2008 年、世界経済が後退する中で、2008 年の中国の GDP 成長率は 8％

以上を実現した。世界経済の成長に対する貢献率においても、1978 年の 2.3％から 2007

年の 19.2％へと拡大し、22008 年 20％を超え、無視できない存在になった。3凄まじい勢

いで成長し続ける中国の経済発展の影響で、近年中国企業が関連する M&A 活動も、その金

額及び件数は年々増え続ける傾向が強く見られる。

ところが、中国企業の M&A 活動は著しい成果を上げたにも関わらず、その内容から分析

すると、関連ノウハウの欠如、手段の少なさおよび M&A 活動のタイミングのずれなど、数

多くの問題点がある。これらの問題点に対して、近年中国政府及び企業側は様々な改革・

改善活動を行い、一部分の問題点を解決、改善されつつあるに対して、企業側の意識の面

などソフト面には、問題が存在する。その中に、企業の M&A 活動に伴う統合活動、特に

M&A 活動成立後、如何に当該 M&A 活動に参加した各企業側の組織文化を統合するか、つま

り組織文化統合活動という具体の対応方法に関しては、大部分の中国企業には依然として

深刻な問題が存在する。今後中国企業の M&A 活動を行うために、この問題は必ず解決しな

ければならない。

なぜ企業の M&A 活動の中に、組織文化統合活動を研究対象として取り上げるかの理由に

関して、林 伸二氏（1993）の先行研究によると、企業の M&A 活動は、およそ 12つのリス

1
本研究において組織文化とは、特別な説明をしない限り、企業の組織文化、企業組織文化のことを指

す。それに、組織文化統合活動とは、企業の M&A 活動の際、企業の組織文化統合活動のことを指す。
2 「統計局：世界経済成長への貢献度、中国が最大」チャイナネット

http://japanese.china.org.cn/business/txt/2009-09/29/content_18630478.html による筆者まとめ
3 人民网 http://j.people.com.cn/94476/6814725.html 参照



2

クに直面していると指摘されている。例えば、企業のリーダー、管理方式、組織文化、従

業員の技能・モチベーション、報酬・昇進システム、管理者のパーソナリティー・年齢・

管理水準などのリスクが存在する。4その中に、如何にこれまでと違う組織文化を持つい

くつかの会社の組織文化に対応し、つまり組織文化及びその統合活動は、当該 M&A 活動の

中に非常に大きなリスクがあり、慎重に対応すべきと林氏は指摘した。それに、Philip

H.Mirvis&氏と Mitchell Lee Marks 氏（2001）の先行研究によると、M&A 活動全体のおよ

そ 3 割前後のケースが失敗という結果で終わっている。5その失敗の原因の中に、組織文

化に関連する問題、例えば組織文化の不適応や衝突など、全体のかなり大きな部分を占め

ていると指摘されている。さらに、2011 年デロイト・トーマツ社の調査によって、中国

企業の M&A 活動失敗の原因の中に、組織文化及び組織文化統合活動に関連する問題は全体

の 8 割以上を占めたため、非常に無視できない高い数値であることが分かった。6

したがって、如何に企業の M&A 活動において、これまでの自社と異なる組織文化に対応

するか、つまり M&A 活動に伴う組織文化統合活動を通じて、組織文化を原因とする M&A

活動のリスクを抑えることは、当該 M&A 活動の成否に関わる重要な対応の一つである。中

国企業は、外部及び内部環境の影響で、組織文化統合活動に関する関連経験、ノウハウの

不足などの原因で、組織文化統合活動の失敗率は欧米企業より高くて、現在中国企業側は

解決しなければならない課題の一つである。そのため、その組織文化統合活動の実態を分

析し、企業側の対応方法の不足、失敗の原因を究明し、今後改革すべき姿を明確にするこ

とは、今後中国企業の M&A 活動にとって大きな意味があり、研究する価値が非常に高い問

題と考えられる。

なぜ企業 M&A の活動において、組織文化を原因とする企業内部の衝突がしばしば発生し

たのか、なぜ中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の失敗率は欧米より遥かに高い

のか、その統合活動の失敗の原因は一体どこにあるのか、それに今後より良い組織文化統

合活動を行うために、企業側は一体どのように対応すべきか、この 4つの問題意識を念頭

に入れながら本研究を行う方針である。

2．本研究の研究対象及び研究の意義

本研究の研究対象は、上述のように企業、特に中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合

活動という具体的な対応方法のことである。具体的に取り上げると、中国企業の M&A 活動

に伴う組織文化統合活動の失敗の原因、及び今後これらの問題点に対して如何に対応すべ

きかの対応方法という 2点が、本研究の研究対象である。

欧米の先行研究によると、元々異なる組織文化を有するいくつかの企業は、M&A 活動で

急速に接近することによって、M&A 活動成立後新会社の内部組織文化の不具合などの原因

で衝突が生じ、ひいては企業の経営にマイナスの影響を与え、M&A 活動を失敗の結果に導

く可能性が高い。7ところが、全ての企業の M&A 活動は、企業組織文化を統合する必要が

ないことも事実である。たとえば、Mirvis&Marks 氏（2001）は、企業の M&A 活動に伴う

組織文化統合活動は、その事業の重なる程度、統合の程度及び難しさによってその統合活

4林 伸二（1993）『日本企業の M&A 戦略』同文館 p.11 から p.13 による
5 Mirvis＆Marks（2001）「Making mergers and acquisitions work: Strategic and psychological

preparation」参照
6 デロイト・トーマツの調査「跨越鸿沟 中国企业并购后文化整合调查报告」による

http://www.deloitte.com/view/zh_CN/cn/7039/7040/press-release/68f30b7412a94210VgnVCM100000ba

42f00aRCRD.htm に詳しい
7
Buono、Bowditch & Lewis（1985）「When Cultures Collide: The Anatomy of a Merger」Human Relations,

Volume 38, Number 5, 1985 pp.481 参照
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動の必要性、内容などの面では全く異なると指摘している。したがって、研究対象を選定

した以上、どのタイプの M&A 活動に伴う組織文化統合活動かに焦点を当て、分析する必要

がある。

一部の研究者によると、企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動を考察する際、Merger

と Acquisition、つまり合併と買収の 2 つを分けて組織文化統合活動を分析すべきと指摘

されている。確かに、買収活動より、合併のほうが組織文化の接触がより広く、より頻繁

であるため、組織文化の衝突を防ぐため組織文化統合の必要性が比較的高い。それに対し

て、例え一見組織文化の接触が比較的に頻繁ではない買収活動においても、組織文化の衝

突が生じる可能性も存在する。さらに、本研究ではより広い面で M&A 活動を考察する。つ

まりいわゆる企業の M&A 活動は、単なる合併と買収だけでなく、その他に資本参加、企業

分割及び業務提携などの経営活動もその中に含まれている。したがって、単なる Merger

と Acquisition に分類し、考察する方法は多少相応しくないと考えられる。

それに対して、一部分の研究者の意見によれば、国内の M&A 活動と国際 M&A 活動（クロ

スボーダーM&A 活動）に分けて組織文化統合活動に関する調査を行うべきと指摘されてい

る。確かに、国内の企業というより、外国の企業は、自社と異なる組織文化を有する確率

が非常に高くて、それを上手く融合するために組織文化統合活動は非常に必要な作業であ

る。ところが、佐藤氏（2009）などの先行研究によると、当該企業の組織文化は、その外

部にある国民文化と商業文化などの面から強く影響を受けることが事実であるが、企業自

分の発展経緯、競争戦略などの企業独自の要素にも大きく関連している。したがって、国

際 M&A 活動はともかく、例え国内の企業同士間の M&A 活動でも、M&A 活動契約成立後新企

業内部において組織文化の不適応が生じ、激しい組織文化の衝突が発生する可能性もある。

そのため、単なる国内と国際 M&A 活動で分類することも多少不足しているところがあると

考えられる。

筆者から見れば、企業の M&A 活動の形態（合併か買収か）、国別（国内かクロスボーダ

ーか）などの分類方法と比べて、企業の M&A 活動の元々の狙い、つまり企業の M&A 活動を

目的別で分ける方法がより相応しいと考えられる。いわゆる目的別の分類方法とは、企業

側が M&A 活動を行う目的別に分類する方法を指す（具体的には第 1 章第 1 節参照）。その

中には、ファンド型及び資源獲得型 M&A 活動では組織文化統合活動の必要性が比較的高く

ない（あるいは必要なし）に対して、シナジー戦略型 M&A 活動のタイプは新企業のシナジ

ー効果を発揮するため、組織文化統合活動の必要性が比較的高い傾向が見られる。したが

って、本研究においては、主として中国企業のシナジー戦略型 M&A 活動を中心に、その

M&A 活動に伴う組織文化統合活動に関する考察を行う。

本研究の研究対象を明らかにした後、ここで本研究の方法について説明する。

本研究は主に企業、特に中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動、この具体的な対

応方法の失敗原因及び今後の対応策を探る目的である。研究方法として、理論的アプロー

チと文献研究、さらに事例調査と合わせて研究を行うことである。より良い中国企業の

M&A 活動に伴う組織文化統合活動の実態及びその失敗原因、対応方法を究明するために、

本研究においては、これまでの資料に基づいて文献研究を徹底的に分析した上で、2 社の

現地調査を通じてこの問題についてさらに探ってきた。

3．本研究の研究方法及び論文構成

論文の構成に関しては、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の実態、その失敗

の主な原因及び今後の対応方法を究明するために、主として 2 部に分けて検証を行う。

まず序章においては、本研究の研究目的、研究方法及び特徴と課題を明らかにし、なぜ
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このテーマを自分の研究テーマとして取り上げるかの理由に関して理由を述べ、さらに研

究の意義を明らかにした上で、研究の方向性を提示した。

第 1部「理論研究および本研究の仮説設定」では、第 2部の分析と事例研究の部分に先

立ち、研究対象としての M&A 活動及び組織文化の在り方、両者関の関連性及び企業の M&A

活動に伴う組織文化統合活動の先行研究に関する理論的にアプローチした。

具体的に言えば、第 1 章「企業の M&A 活動と組織文化の関連性」では、本研究の 2 つの

キーワード、つまり企業の M&A 活動と組織文化を別々に取り上げ、その特徴及び両者間の

関連性に対して分析を行った。

次の第 2 章「本研究の仮設設定―5つの先行研究を踏まえて」では、中国企業現在の状

況と合わせながら、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動に関する自分独自の仮説

を立てた。

この 3つの仮説を検証し、さらに現在中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動失敗

の原因及びその対応策を探るため、本研究の第 2部「中国企業の M&A 活動に伴う組織文化

統合問題―事例分析を踏まえて」においては、理論的アプローチ、文献研究及び現地調査

という 3 つの方法を合わせて、現段階の中国企業の M&A 活動に焦点を当て、その M&A 活動

に伴う組織文化統合活動の各方面に関する分析を行った。

第 3 章「中国企業の M&A 活動に関する背景分析」においては、中国企業の M&A 活動に焦

点を当て、欧米企業と異なる中国企業の M&A 活動の歴史、特徴及びその流れを分析した。

中国企業は欧米企業と違って、その歴史の短さ及び外部環境など様々な面において欧米企

業との差が存在する。この中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動独特の特徴及び問

題点を理解するために、まずその M&A 活動の特徴を明らかにする必要が極めて高い。した

がって本章においては、中国企業の M&A 活動の歴史、特徴、なぜ近年ますます盛んになる

かの理由、及びその中には一体どのような問題が存在するのかに関してデータ及び事例を

取り上げて、分析を行った。

中国企業の M&A 活動の特徴を明らかにした後、次の第 4章では、中国企業の M&A 活動に

伴う組織文化統合活動に焦点を当て、研究を行った。本研究の第 1 章第 1節において佐藤

(2009)氏などの先行研究に基づき、自分なりの組織文化モデルを作った。このモデルに基

づいて国民文化、商業文化、業界文化及び狭義の組織文化 4つのレベルを考察することに

よって、現時点の中国企業組織文化の特徴を整理した。企業の M&A 活動の際、企業側は組

織文化と動活動に関してそのあり方及び特徴を明らかにした（第 1 節）。それに、2009 年

年末のデータを使い、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の実態及びその問題点

を分析し、なぜこのような状況を発生したかの原因及びその問題点について分析した。（第

2 節）次の第 3 節では、さらに、国内 M&A 活動とクロスボーダーM&A 活動 2 つの段階に分

け、各段階において理論研究及び事例の文献研究を合わせて、中国企業の M&A 活動に伴う

組織文化統合活動失敗の原因を分析した。失敗の原因を明らかにした後、次の第 4 節では、

如何に中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の問題点に対応するかに関して、本研

究はハイアール社の事例を取り上げ、ハイアール社 M&A 活動に伴う組織文化統合活動の対

応を分析しながら、今後の中国企業この問題に対してあるべき姿を提言した。

ところが、ハイアール社の事例では、依然として課題が存在し、限界を痛感した。その

ため、現段階より効果的な中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の対応方法を究明

するために、次の第 5 章と第 6章では、現地調査を通じて 2つの事例を取り上げ、自分独

特の分析作業を行った。具体的に分析すると、まず第 5章では、近年中国国内でますます

注目を浴びつつあるアリババ・グループ社（以下アリババと略）の事例を取り上げた。

アリババはこれまでの国有企業と違って、完全にベンチャーから成長した民営企業であ
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る。アリババ社の組織文化、M&A 活動に関する認識ひいては M&A 活動に伴う組織文化統合

活動に関する対応策およびその理念は、非常に参考すべきところがあり、中国企業の M&A

活動に伴う組織文化統合活動にも良いインパクトを与える動きも少なくない存在である。

したがって、この第 5 章においては現地調査によって収集した社内資料を整理し、アリバ

バ社組織文化統合活動の対応及びその特徴を整理した。

次の第 6 章では、中国の有名企業であるレノボ・グループ社（以下レノボと略）の事例

を取り上げ、そのいくつかの M&A 活動に伴う組織文化統合活動に焦点を当て、考察を行っ

た。レノボ社は、2005 年 IBM の PC 部門に対する M&A 活動をきっかけに、世界中の注目を

浴びた。そのため、当該 M&A に関する研究が数多く存在し、組織文化に関する分析も少な

くない。8言うまでもなく、IBM 社 PC 部門に対する M&A 活動の中に、レノボ社の組織文化

統合活動においての問題点が少なくない。しかし、本研究の目的は中国企業の M&A 活動に

伴う組織文化統合活動失敗の原因及び今後如何に対応すべきかのことである。そのため、

レノボを代表とする中国企業はこの問題に対して対応の変化、進歩したところを認め、さ

らに現段階では問題が深刻であり、今後引き続き直すべきところを究明する必要が強い。

したがって本章においては、IBM 社 PC 部門との M&A 活動だけでなく、その前のレノボと

“漢普”社の M&A 活動（1993 年）およびその後日本の NEC 社との M&A 活動を取り上げ、

各 M&A 活動に伴う組織文化統合活動の流れを分析、比較しながら、レノボ社の M&A 活動に

伴う組織文化統合活動においての改善点および存在している不足点を明らかにした。レノ

ボ社の対応を分析し、現段階中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の実態及び今後

の改革すべき方向に関して自分の意見を述べた。

その後の第７章、「中国企業 M&A に伴う組織文化統合の行方――仮説の分析結果から」

においては、第 2 部の理論的アプローチ及び事例研究の結果を踏まえ、第 1 部で設定した

3 つの仮説を検証し、これから中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合問題の対応策を探

究した。

最後の終章では、本研究の理論的アプローチ、文献研究及び事例研究を通じて明らかに

した結論を整理し、さらにこれから引き続き研究する必要がある課題を明確にし、今後の

展望を行った。

4．本研究の結論

本研究は、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動に焦点を当て、分析を行った。

中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動に対して、筆者は本研究の中で、主にその失

敗の原因、及びいかにこれらの問題に対応するかを中心に、理論的アプローチ、文献研究

および事例研究に合わせて考察を行った。

まず中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の独特の失敗原因は、主として以下の

2 点である：

① 外部独特の環境の原因

欧米企業の 150 年以上の M&A 活動の歴史に対して、中国企業の M&A 活動の歴史は僅か

30 年前後である。その結果、欧米企業と比べて、組織文化統合活動を含めて、中国企業

の M&A 活動に対する認識は未だに低い段階に留まっている。そのため、中国企業の M&A

活動の際、仕掛けた側だけでなく、仕掛けられた側も同時に組織文化、組織文化統合活動

を重視しない姿勢が見られる。

② 専門人材の不足による関連ノウハウ及び経験の欠如

8 例えば崔（2009）、楊（2010）及び唐（2010）などの研究が存在する。
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次に、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動失敗の原因は、上述の外部独特の環

境や政府側への過剰な依存など外部環境の原因の他に、自社の専門人材不足、関連ノウハ

ウ及び経験の欠如も一つ重要な失敗の原因と考えられる。

失敗の原因を明らかにした後、次に、如何にこれらの問題に対応し、失敗を防ぐ、つま

り中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動今後の対応策に関する結論を整理する。

筆者はこの研究を通じて、組織文化統合活動を成功させるために、欧米企業の一般の対

応策を重視しなければならないと同時に、中国企業の自社の現状に合わせて、独自の対応

策も同時に必要であると考えられる。その独自の対応策は、主として以下の 3 点である。

① 事前判断の必要性

大部分の中国企業は、現段階では組織文化統合活動に関する関連能力、ノウハウなどは

依然として足りないため、M&A 活動を始める前に、組織文化統合活動に関する相手企業側

の特徴に関する考察及び統合リスクの判断が極めて重要なことと考える。

② 専門人材の育成

失敗の原因の部分で分析したように、中国企業は現段階 M&A 活動に伴う組織文化統合活

動の失敗の原因の中で、専門人材の不足が一つの無視できない重要な原因であることが分

かった。したがって、いち早くこの問題に関して自社の専門人材を育成することが、この

問題に対応するには大きな意味を持っている。

③ より広い範囲での対応

中国企業の M&A 活動の際、特に多角化型及びクロスボーダー型 M&A 活動の際、より確実

に組織文化統合活動を成功させるために、ただこれまでの狭義の組織文化の面だけでなく、

より広い範囲、つまり広義の組織文化面での対応も極めて重要なことである。

狭義の組織文化レベルの組織文化が比較的容易に統合できるに対して、他のレベル（国

民・商業文化、業界文化）の組織文化はなかなか統合しにくく、あるいは統合不可能な部

分がある。そのため、この部分に対してより柔軟な姿勢で、十分なコミュニケーションを

通じて理解し合い、互いに信頼関係を築くことが、文化衝突を防ぎ、組織文化統合活動を

成功させる最善の方法と考えられる。

したがって、狭義の組織文化統合活動だけでなく、より広い範囲で組織文化の差を認識

し、対応することが、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動を成功させるためには

重要な対応策と考えられる。

上述のこの 3 点で分析したように、欧米企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の対応

策の他に、事前に状況を判断すること、専門人材を育成すること及びより広い範囲で対応

することが、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動今後の対応策として明らかであ

る。

5．今後研究の課題および展望

本研究では、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動に対して、理論的分析、文献

研究及び事例研究を合わせて、その失敗の原因及び今後の対応方法に関して分析を行った。

本研究の結論を明らかにした後、この部分では、主として今後研究の課題について筆者の

意見を述べる。

中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動の問題点、失敗の原因及び今後の対応策を

見つけ出すことは、現在組織文化統合活動の失敗率が非常に高い中国企業にとって大きな

意味を持っている。ところが、組織文化統合活動は、元々非常に失敗率が高いことであり、

本研究の中に取り上げたダイムラー・クライスラー社の事例で取り上げたように、たとえ
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欧米の経験豊富な企業にしても、一つの注意不足だけで失敗を招くケースも少なくない存

在する。さらに外部環境の変化や政治的な原因などコントロールできない原因があるため、

どの方法で対応しても、成功率を 100%に引き上げることは不可能である。したがって、

如何により多くの調査を通じて、中国企業の M&A 活動に伴う組織文化統合活動を引き続き

改善させ、その成功率を最大限に引き上げるかは今後引き続き研究すべき課題と考えられ

る。

それに、林 伸二氏（1993）などの先行研究の内容で示されるように、組織文化統合活

動は、企業の M&A 活動の中に企業側は直面するいくつかの重要な問題の中の一つにすぎな

い。9したがって、中国企業は今後 M&A 活動の際、如何に組織文化統合活動を通じて組織

文化という M&A 活動のリスクを上手く対応するかと同時に、バランス良く他の面のリスク

に対応することも、今後研究の課題として引き続き研究する必要がある。

9 林 伸二（1993）『日本企業の M&A 戦略』同文館 p.11 から p.13 から筆者要約
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